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○電源立地地域対策交付金制度の交付期
間延長等を求める意見書

　平成22年度末で交付期限を迎える水力交付
金について恒久的な制度とすること、及び交付
金の最低限度額及び最低保障額の引き上げなど
交付条件の改善や事務手続きの簡素化を図られ
ることを要望する。

○「新過疎法」の制定促進を求める意見書

　平成22年３月末で失効する「過疎地域自立促
進支援法」の後の「新過疎法」を制定し、「人口
密度」「森林率」などを加えた新たな指定要件・
指定単位を設定すること、過疎対策事業債の要
件緩和・弾力的運用を図ること、などの施策が
実施されることを求める。

○高速道路原則無料化の撤回を求める意見書

　地域のバス交通網縮小や鉄道経営の悪化につ
ながる可能性が高く、経済の活性化についても
地域間格差の拡大を助長しかねない。また、地
域にとって必要な道路整備事業の財源確保のた
め、有料を堅持すべきであり、方針を撤回され
ることを求める。

○農山漁村の多面的機能を維持する施策
の推進を求める意見書

　農山漁村の多面的機能を維持・向上させるた
め、「中山間地域等直接支払制度」を充実・強化

すること、「美しい森林（もり）づくり」展開の
必要財源を確保すること、などの施策の推進を
図られることを求める。

○経済・金融不安から国民生活・雇用を
守ることを求める意見書

　現下の経済情勢を克服し、デフレ脱却と経済
の安定的成長を実現するため、中小企業金融対
策を充実・強化すること、雇用調整助成金制度
の拡充などによる雇用の維持・確保と、長期失
業者に対する職業訓練、再就職、生活、住宅へ
の総合的な支援を充実させること、などの対策
を早急に実行することを求める。

○農業共済事業の健全な発展を求める意見書

　農業共済制度の健全な発展を図るとともに、
国庫負担金の縮減が農家の負担増大につながら
ないよう、必要な予算措置を講じることを求め
る。

○水田農業政策の確立についての意見書

　米戸別所得補償モデル事業の補償水準は家族
労働費を全額算入すること、新たな政府備蓄米
は国産米を基本として300万トン水準を確保す
ること、水田利活用自給力向上事業については
主食用米並みの所得を確保し得る支援措置を講
じること、などが実現できるよう要請する。

○（仮称）雪舟町線の町道認定に

　　　　　　　　　　　ついての請願

　　請願者　東高玉区長　今野國善

採択された請願

請願

議員発議により、７件の意見書を関係大臣等に提出することになりました。

取得財産　学校教材用コンピュータ等機器一式
取得金額　5,880万円
取 得 先　NECパーソナルプロダクツ株式会社

取得財産　スクールバス（中型57人乗）１台
取得金額　1,266万3,000円
取 得 先　迎田自動車整備工場

四季の郷住宅団地建築工事

契約工事　子育て支援住宅（６棟）建築工事
契約金額　１億185万円
契約相手　株式会社鈴木工務店

白鷹浄化管理センター水処理施設増設

（土木建築）工事請負契約の一部変更

契約金額　変更前  ３億   717万4,350円
　　　　　変更後  ３億1,775万7,300円

契約

表彰
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